
マテリアリティを起点に、 
自然環境・生活環境貢献製品の拡大を図る
クラレグループは右図の手順に従い、自社に関わる重要課題をマテリアリティとして特定
しています。マテリアリティに示される「自然環境の向上」と「生活環境の向上」に貢献する製
品や技術を起点に、持続可能な製品ポートフォリオを目指すため、WBCSD※が定めた客
観性・透明性が高く一貫性のある評価手法であるPSAに準拠した「クラレPSAシステム」
を構築しました。
製品・用途・取り扱い地域の組み合わせを1つの評価単位とし、基本的事項・社会や規制
の動向・ベンチマーク製品との自然環境・生活環境貢献度の比較などの項目を5段階評価
し、上位2ランクの製品を「自然環境・生活環境貢献製品」としました。これらの売上高比率
を2020年の46%から2024年には55%、2026年には60%へと高めていくことで事業ポー
トフォリオを継続的に高度化させていきます。

「社会・環境価値」の可視化・定量化

自然環境の向上

事業を通じた価値づくり

基盤強化のための価値づくり

生活環境の向上

 気候変動対策（省エネ）
  マイクロプラスチック問
題の解決
 水と空気の浄化

 生物多様性保全
  次世代用途・製品・技術
の開発

  サーキュラーエコノミー

  安全・安心な食糧・水の提供
  QOL（クオリティオブライフ）の向上
  健康増進
  次世代用途・製品・技術の開発

資源の有効利用と環境負荷 
の削減

サプライチェーン・マネジメント
の向上 「誇りを持てる会社」づくり

 GHG排出量削減
 化学物質の排出量削減
 廃棄物の削減
  マイクロプラスチック問題への対応

  サステナビリティプロキュアメント
（調達）
 製品安全の強化

 安全活動の推進
 保安防災の強化
 スマートワークの推進
 ダイバーシティの推進

 化学品、危険物質管理
 クラレ行動規範への適合
 経済的価値
 評判リスクの有無

 地域別規制のトレンド
  バリューチェーンにおけるサステナビリティ方針
 エコラベル・証書など

  ベンチマークに対する相対評価

基本要求事項

ステークホルダーの要求

パフォーマンス評価

トップパフォーマンス

ポジティブパフォーマンス

ニュートラル

ネガティブパフォーマンス

ハイリスク

クラレグループにおける貢献製品
〈評価ランク〉
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クラレグループのマテリアリティ

マテリアリティ特定手順

「クラレPSAシステム」による貢献度評価方法
マテリアリティ特定手順

マテリアリティP.31

※ World Business Council for Sustainable Developmentの略。持続可能な開発のための世界経済人会議
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STEP 1 STEP 2

課題の把握・整理 SDGsの取り込み 優先順位付け マテリアリティ候補 マテリアリティ決定

国際的ガイドライン、
サステナビリティ評
価機関の調査内容
などから社会課題の
抽出、整理を行いま
した。
抽出項目数 
326項目
絞り込み 
26側面

国内外のクラレ 
グループ事業部長と
議論し、STEP3の
19側面をグルーピ
ングして、5項目の
マテリアリティ候補
を決定しました。

 「化学セクターの 
ロードマップ」
（WBCSD ： 持続
可能な開発のための
世界経済人会議）か
らSTEP 1の26側
面と重複しない 
4側面を抽出し合計
30側面としました。

左記マテリアリティ
候補を取締役会議で
報告し、最終決定し
ました。

「ステークホルダー 
にとっての重要度」
および「クラレにとっ
ての重要度」の2軸
で総合的に評価し、
優先的に取り組むべ
き19の側面を決定
しました。

STEP 5STEP 4STEP 3

https://www.kuraray.co.jp/csr/report2024/materialities
https://www.kuraray.co.jp/csr/report2024/modification


クラレグループは、2050年カーボンネットゼロの実現を目指し、Scope1とScope2を
対象とするGHG排出量削減ロードマップを策定しています。「PASSION 2026」期間中
は、ロードマップに示す省エネ投資や購入電力の再生可能エネルギー化（再エネ証書の購入
を含む）などの削減施策を推進し、事業を拡大させながらもGHG排出量はベンチマークの
2019年実績以下の水準を維持します。また、2030年までに800億円のGHG削減投資を
計画しており、CCUS※の技術確立や自家発電の燃料転換などにより、2019年比でGHG

排出量を30％削減します。2050年までには、グリーン水素やグリーンアンモニア技術など
の将来技術の中から効果的なものを見定めて活用し、カーボンネットゼロの実現を目指し
ます。
クラレグループは「脱炭素」を事業機会としても捉えており、GHG排出量削減と自然環境・
生活環境貢献製品の拡大を並行して推進することで、環境価値の最大化を図ります。
※Carbon dioxide Capture, Utilization and Storageの略。分離したCO2を利用・貯蔵しようとする取り組み

クラレグループでは、2021年より設備投資を対象にインターナルカーボンプライシング
（ICP）制度を導入しており、「PASSION 2026」のスタートに合わせて社内炭素価格
の見直しを行い、2022年からは10,000円／トン-CO2で運用しています。省エネルギー
につながる設備投資推進へのインセンティブ、 収益機会とリスクの特定、「社会・環境価
値」指標の一つとして事業評価や投資意思決定などに活用し、カーボンネットゼロの実現
を目指します。

環境価値の最大化に向けて

インターナルカーボンプライシング（ICP）制度の活用 ICP制度の運用方針

生産能力
拡大

副生物など
Scope1

自家発電
Scope1

購入
エネルギー

Scope2

省エネ
投資 プロセス

改良
電力
再エネ化

エネルギー
転換

CCUS※

GHG削減に向け、
2030年までに800億円の

設備投資を予定
（将来技術動向を見定め、実用可能な削減技術は

可能な限り前倒しして導入を検討）

30%減

排出量
3,230千トン

排出量

カーボン
ネットゼロ

2,230千トン

2019年 2030年 2050年

新技術・
新エネルギー

2050年カーボンネットゼロに向けたロードマップ

P.29

既実施 導入検討中

社内炭素価格
10,000円／トン-CO2 

（海外においては社内為替レートを用い換算）

2022年1月1日より適用開始

  GHG排出量の増減を伴う設備投資
   社内炭素価格で費用または収益換算し、 
投資判断の一つの基準として運用

   各事業、製品のGHG排出量を社内炭素価
格で費用換算し、将来の炭素税などへの耐
性を評価
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